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ご議論いただきたい論点について

論点１ 集落支援員の役割について
① これまでの主な議論
② 平成20年４月過疎問題懇談会提言の振り返り
③ 地域づくりのプロセスと集落支援員の役割
④ 集落支援員の活動の主なパターン
⑤ 集落支援員の役割

論点２ 集落支援員の人材確保について
論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづくりについて
論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
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• 集落支援員の活動として、地域が自ら問題を解決することをサポートするという役割や、行政とのつなぎ役となる役割
など、いくつかのパターンに分けてモデルを示すことが必要ではないか。

• 全国には様々なタイプの集落支援員や中間支援団体があるため、モデルケースを自治体へ展開することが大事。
• 自治体のタイプも様々なので、集落支援員にも幅があってもいいのではないか。
• 集落支援員は地域おこし協力隊や民生委員の役割と重なるところがあるが、重ならないようにと消極的に考えるより、
むしろオーバーラップしたほうがニーズに対応しやすいのではないか。

• 集落支援員の本来の業務は、集落点検の実施、集落の話し合い、維持・活性化に向けた取組を行うこととあるが、
実際は、集落機能の再編等のマネジメントに取り組むというよりは、集落機能の補完をする実働員として活動してい
る方が多いのではないか。

• 社会福祉協議会と連携が重要。過疎地域は社協も人手不足であるかと思うので、集落支援員の福祉的機能が重
要になると考える。

• 極めて小さな集落での集落支援員の活動は、集落活性化の話し合いより、草刈や買物支援などといったことのほうが
求められており、そのような集落における集落支援員の活動についても議論していただきたい。

• 集落支援員の設立当初は地域に体力があり、地域の人たちが主体的に課題解決していくところをサポートするという
のが集落支援員の役割だったかと思うが、現在は地域に体力がなく、行政の支援につなぐことが集落支援員の役割と
なってきているのかもしれない。

論点１ 集落支援員の役割について
①これまでの主な議論
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論点１ 集落支援員の役割について
②平成2 0年４月過疎問題懇談会提言の振り返り

 過疎地域等に存在する集落は、人口減少と高齢化の進展に伴い、生活扶助機能の低下、耕作放棄地の増加
などの重大な問題が生じており、今後一層深刻化するおそれがあること
  ⇒ 集落の課題は、多様であり変化する（特定の課題への対応ありきではない）

 時代に対応した集落対策を行うためには、集落住民自身が集落の問題を自らの地域の課題として捉え、市町村
が集落の現状に絶えず目配りをし、住民の声を幅広く吸い上げて施策に反映させる中で、住民と市町村の協働
（強力なパートナーシップ）のもと、地域の実情に応じて進めていく必要があること

 ⇒ 集落の状況に応じた取組が必要

    ⇒ 地方公共団体との連携が重要

⇒ 主役はあくまで地域住民。集落支援員は、事業実施の主体ではなく、サポーター（補助人）

 一方で、昨今、市町村による集落への「目配り」が必ずしも十分に行われていないとの懸念があること
から、市町村と協力し、集落への「目配り」を行うものとして、集落支援員を置くこととされた。

〇 平成２０年４月の過疎懇提言

 集落支援員の委嘱に際し、ミッションを具体的に指示している自治体は少ない（※）。
※令和４年度（一社）全国過疎地域連盟の調査 具体的な指示を行っている自治体の割合 25％

 ⇒ 集落支援員の役割について改めて整理が必要ではないか。
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また、集落支援員の具体的な業務として、
① 集落点検の実施
② （集落点検の結果を活用した）集落のあり方についての話し合いの促進（アドバイザー・コーディネーターとして

参画、支援）
③ ①、②の結果も踏まえた住民と市町村の協働による地域の実情に応じた集落対策のサポート
とされた。

〇 平成２０年４月の過疎懇提言（つづき）

論点１ 集落支援員の役割について
②平成2 0年４月過疎問題懇談会提言の振り返り
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（参考）集落支援員制度創設時からの流れ

RMO

集落支援員
「過疎地域等の集落対策についての提言」（過疎懇）
⇒集落支援員制度開始

「過疎地域等における集落対策のあり方につい
ての提言」
⇒地域運営組織と集落支援員の関係に言及

中越地震を契機に、
地域復興支援員制度開始（新潟県）

要綱の全面改正「過疎地域等における集落対策の推進要綱」策定

H25 RMO（地域運営組織）に関する調査研究事業
⇒「地域運営組織」の呼称を初めて使用

H19.9 H20.4 H25.3 H27.3 H29.3 H29.6

集落ネットワーク圏

H24補正 過疎集落等自
立再生緊急対策事業
⇒複数集落を対象

「過疎地域等における今後の集落対策のあり方に関
する提言」（過疎懇）
⇒集落ネットワーク圏と地域運営組織の関係を整理

H27～集落ネットワーク圏形成支援事業
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（参考）集落支援員のP R資料と推進要綱の見直し

・要綱制定時（H25.3）
集落支援員は、地方自治体の委嘱を受けて、集落点検の実施、集落のあり方に関する住民同士・住民と市町村の話し合い
などの集落対策に従事する者をいう。

・全面改正時（H29.6）
地方公共団体の委嘱を受けて、集落点検の実施、集落のあり方に関する住民同士・住民と地方公共団体の話し合いに従事す
る者を集落支援員とし、・・・（中略）・・・集落点検や集落のあり方に関する話し合いを通じ必要と認められる地域の実情に応じ
た集落の維持・活性化対策についても、集落支援員を活用することができるほか、集落支援員を地域運営組織の事務局機能を
担う中核的な人材とするなど、集落の暮らしを支える事業やサービスの担い手とすることや、移住者を地域に受け入れる仲介役とす
ることができるものとする。

・集落支援員のPR資料

・推進要綱の規定ぶり
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集落支援員制度導入と時期を同じくして議論された中越地震の復興プロセス（「限界集落」化のプロセス（図１）
及び地域づくりのプロセス（図２））を参照すると、集落支援員の役割は、
 人口減少・高齢化（人の空洞化）に伴う集落機能の低下（ムラの空洞化）により、集落が維持困難となる前に、
 住民の悩み・不安と小さな希望を丁寧に聞き取り、小さな活動を行いながら、外部とのつながりも活かし、集落住民
の前向きな思いを掘り起こすことをコツコツと積み重ね（足し算のサポート：寄り添い）、

 足し算のプロセスを基盤として、集落のビジョンづくりや集落の維持・活性化の事業導入の環境づくりを図っていく（か
け算のサポート：事業導入の環境づくり）

という集落の状況に応じた地域づくりのプロセスを支援することにあるのではないか。

（図１） （図２）

論点１ 集落支援員の役割について
③地域づくりのプロセスと集落支援員の役割
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そして、集落支援員の具体的な業務である、集落点検及び話し合いの促進は、事業実施ありき、計画ありきではなく、
① 現場を定期的に訪れ、集落の状況・課題に目配り（点検・情報収集）し、集落の話し合いに必要な材料（デー

タ・アンケート等）を用意し 【集落点検】
② 行きつ戻りつしながら地域住民と話し合いを積み重ね、ミッションを共有し、（スモールループの連続） 【話し合い

の促進】
③ 必要に応じて、中間支援者や地域おこし協力隊・地域活性化起業人などの外部人材（関係人口）を巻き込み、

持続的な集落の維持・活性化のビジョンづくりや具体のアクションにつなげていく（招き入れ）
地域づくりのプロセスに必要な業務と考えられるのではないか。

論点１ 集落支援員の役割について
③地域づくりのプロセスと集落支援員の役割
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〇集落の状況と集落支援員の活動イメージ 地域づくりのプロセス

時間の経過

①②集落点検・話し合いの促進

③外部人材の巻き込み

スモールループ
の連続



 集落支援員の役割と実例をもとに、典型的な集落支援員の活動を分類すると、主に次のような活動があるのではないか。
 それぞれのパターンについて、どのような点に留意するべきか。

① 複数集落（集落ネットワーク圏）を支援する場合
地域運営組織を拠点にあるいは関わりながら活動。地域運営組織が地域の実情に合った地域づくりを進める
プロセス（柔軟な最適化）を支援
ア 地域運営組織の形成・運営を組織外から支援
・喜多方市 「こまがた元気会」（地域運営組織）の設立と運営をサポート。
・魚沼市 コミュニティ協議会（地域運営組織）の設立についての説明会の開催や、話し合いをサポート。

イ 地域運営組織の事務局長や事務局員となるなど、組織内から支援
・長浜市 事務局員として地域運営組織の企画・運営に参画。
・朝来市 いくの地域協議会（地域運営組織）の事務局長として活動。

（１） 活動の体制による分類

論点１ 集落支援員の役割について
④集落支援員の活動の主なパターン
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（参考）集落支援員と地域運営組織の関係

 地域運営組織の形成数は、調査を始めた平成28年度から令和５年度で2.5倍（3,071→7,710）に増加
 集落支援員と地域運営組織の関係については、「集落支援員が事務局長又は事務員である」、「事務局長（員）ではないが、集落
支援員が地域運営組織の会合等に参加している」、「事務局長（員）ではないが、集落支援員が地域運営組織の具体的な活動に
参加している」が同程度に多かった。

 活動拠点については、「本庁舎」が最も多く、次いで、「地域運営組織の事務所」、「支所、分庁舎」が多かった。
 話合いの実施機会については、「自治会や地域運営組織など地域の各種団体の会合における話し合い」が79％と最も多かった。
⇒ 多くの団体で、集落支援員が地域運営組織と密接に関わっていることが伺える。

※「その他」は、地域運営組織がない、地域運営組織と情報交換を行っ
ている、今後、地域運営組織を形成予定が大半を占めた。集落支援員
が地域運営組織の形成支援を行っているという回答もあった。

いずれかを選
択した団体が
273団体
（72％）

135（36%）

114（30%）

113（30%）

102（27%）

66（18%）

46（12%）

0% 10% 20% 30% 40%

本庁舎

地域運営組織の事務所

支所、分庁舎

その他

公民館

地区の集会所

※「その他」は、コミュニティセンター等の公共施設（廃校等の
公共施設であったものを含む）が過半数を占め、次いで、委
託法人の事務所や集落支援員の自宅が多かった。

Q集落支援員と地域運営組織の関係について当てはまるもの【複数選択可】 Q集落支援員の活動拠点について当てはまるもの【複数選択可】

※R６年度第２回過疎懇資料を修正
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※ 「 地域運営組織 の形式及び持続的な運営 に関 す る調査研究事業報告書 」 （ R５年 3月総務省）よ り
12

（参考）「柔軟な最適化」とは



論点１ 集落支援員の役割について
④集落支援員の活動の主なパターン

※R６年度第１回過疎懇資料より

〇地域運営組織の形成・運営を組織外から支援の例（喜多方市の例）
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論点１ 集落支援員の役割について
④集落支援員の活動の主なパターン

※R６年度第１回過疎懇資料より

〇地域運営組織の事務局長や事務局員となるなど、組織内から支援の例（長浜市）

14

集落支援員

【取組の例】
 組織の関係者と協力して集落点

検やアンケートを実施
 協議会の計画づくりの支援

など



② 単位集落を支援する場合
集落支援員個人として活動
・大豊町  地域福祉課に集落支援員を配置し、高齢者など見守りが必要と思われる住民を個別訪問

により巡回し、状況把握。
・喜多方市 地域運営組織の取組が困難なケースでは、定期的な巡回・見守りや関係機関との連絡調

整などの寄り添い型の支援を実施

（１） 活動の体制による分類（つづき）

論点１ 集落支援員の役割について
④集落支援員の活動の主なパターン
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（２） 活動の内容による分類

① 地域づくりの準備段階の場合（足し算のサポート）
住民の交流や共同作業の機会の創出などにより、多くの地域住民を巻き込み、住民の意識変化をサポート。
・田村市 住民と話し合いをしながら、住民とともに地区の集会所に花を植栽し、住民の交流の機会を創出。
※支援活動を地域内の交流に繋げている

② 地域づくりの事業導入段階の場合（かけ算のサポート）
集落のビジョンづくりや集落の維持・活性化の事業導入をサポート。必要に応じ、専門家・外部人材とつなぐ。
・岩国市 住民相互の話し合いやワークショップ等を通じて、住民が自主的・主体的に地域の将来像や具体

的な目標、行動計画等を定める地域の夢プランの作成や実践活動を支援

③ 地域の見守り力が低下している場合
個別訪問等による見守り
・喜多方市 福祉部局などと連携し、集落を訪問し、現地確認や区長を通して各戸の課題を把握
・大豊町  福祉部局と連携し、住民を定期的に戸別訪問し、見守りしながら集落の状況を把握

論点１ 集落支援員の役割について
④集落支援員の活動の主なパターン
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論点１ 集落支援員の役割について
④集落支援員の活動の主なパターン

※R６年度研修会（総務省開催）資料より〇足し算のサポートの例（田村市）
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論点１ 集落支援員の役割について
④集落支援員の活動の主なパターン

〇かけ算のサポートの例（岩国市）

18※R 5年度総務省実施の集落支援員研修会資料よ り



論点１ 集落支援員の役割について
④集落支援員の活動の主なパターン

※R６年度研修会（総務省開催）資料より
〇個別訪問等による見守りの例（喜多方市）
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 集落支援員の役割や実態を踏まえると、
「人口減少・高齢化が進み、集落機能が低下し、多様な課題が生じる中で、集落の暮らしを守るため、複数集落
（集落ネットワーク圏）又は単位集落を対象に、継続的な集落点検（目配り）と話し合いを促進し、集落の多様
な課題を市町村と共有し、地域の状況に応じた地域づくりのプロセスを支援する者」
と考えられるのではないか。

 集落支援員に求められる役割や活動の重点は、地域の状況（集落がどの段階にあるか）に応じて変化するため、集
落支援員の活用には、市町村のビジョンと戦略が重要となるのではないか。

 活動にあたって、福祉分野など個別の政策との連携が重要ではないか。

論点１ 集落支援員の役割について
⑤集落支援員の役割とは
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地域づくりにおいて「新しい内発的発展」の重要性が議論されている。
 地域づくりでは、地域の価値を見つけ出し、自律的にその価値を磨いていく取組が重要（内発的発展）
 様々なタイプの外部人材が、集落や地域産業の再生のために、各地で活動
→ 外部からの働きかけが地域の内発的発展に欠かせない存在となっている。

 外と開かれた交流が地域の内発性を増進
→ 交流を内発性のエネルギーとする「新しい内発的発展」の重要性

 多くの自治体において、地域おこし協力隊・民間団体との連携など、集落外との連携・交流をもたらす取組を集落支援
員が行っている（※）。
⇒ 集落支援員は、集落の内と外とをつなぐ、「新しい内発的発展」を支える存在となりうるのではないか。

（「新しい内発的発展」と集落支援員）

論点１ 集落支援員の役割について
⑤集落支援員の役割とは

※総務省アンケート調査より
集落支援員が、
・地域おこし協力隊等と連携している自治体の割合 38％
・行政以外の民間団体と連携している自治体の割合 42％ 21



ご議論いただきたい論点について

論点１ 集落支援員の役割について

論点２ 集落支援員の人材確保について
① これまでの主な議論
② 集落支援員の属性
③ 郵便局の集落支援員制度の活用
④ 集落支援員の人材確保の方向性について

論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづくりについて
論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員のへのサポート体制について

22



• 集落支援員の成り手が不足している中、人材予備軍を今後どうやって作っていくかを考えていかないといけない。すぐに
は集落支援員にはならなくても、若いうちから集落支援員に関心をもってもらうにはどうしたらいいかを考えたほうが良い。

• 人材育成や人材発掘について、行政が担う役割を議論する余地がある。

• 地域をマネジメントしたり、行政や企業のつなぎ役となったりするにはそれなりのスキル・ノウハウが必要であり、処遇を見
直す必要があるのではないか。

• 専任の集落支援員の業務内容が曖昧という中で業務評価をどうしていくのか。

論点２ 集落支援員の人材確保について
①これまでの主な議論

23



論点２ 集落支援員の人材確保について
②集落支援員の属性

 集落支援員をめぐる課題として、「なり手が不足していた」が最も多く、人材確保は大きな課題。
⇒ 集落支援員のなり手を確保するにあたり、どのような人材が想定されるか。

24（一社）全国過疎地域連盟の調査（令和４年度）より



（注） 特別交付税算定対象外の支援員も含む。性別・職業ともに無回答は除く。

 専任の集落支援員に委嘱される前の職業は、会社員、嘱託・臨時的任用職員、公務員が上位を占めている。
 委嘱前の職業が地域おこし協力隊であるケースも見られた（１16人、5.2％）。

委嘱前の職業 男 女 計
会社員 328 257 26.0%
嘱託・臨時的任用職員 104 179 12.6%
公務員(教員を除く) 223 41 11.8%
その他・無回答 102 122 10.9%
パート・アルバイト 41 129 7.6%
農協等団体職員 89 63 6.8%
自営業 89 51 6.3%
無職 92 42 6.0%
地域おこし協力隊 64 52 5.2%
専業主婦(夫) 3 80 3.7%
教員 41 11 2.3%
学生 4 6 0.5%
自治会長等(地縁団体役員) 4 3 0.3%
郵便局員 4 0 0.2%

合計 1,184 1,031 100.0%

※R６年第２回過疎懇資料より〇 専任集落支援員の委嘱前の職業

論点２ 集落支援員の人材確保について
②集落支援員の属性

25



【専 任】 【兼 任】

（注）特別交付税算定対象外の支援員も含む。「無回答」の合計欄には性別・年齢どちらも無回答の場合を含む

 専任は男女がほぼ同数。50代以下が過半を占めている。女性の約半数は40代以下。
なお、兼任は男性が７割と多く、３分の２以上が60代以上である。

区　分　 男 女 計 割合

10～20代 35 67 102 4.5%

30代 90 156 246 10.9%

40代 121 282 403 17.9%

50代 126 271 397 17.7%

60代 608 219 827 36.8%

70歳以上 207 42 249 11.1%

無回答 0 0 25 1.1%

合計 1,187 1,037 2,249 100.0%

区　分　 男 女 計 割合

10～20代 8 17 25 0.8%

30代 39 41 80 2.7%

40代 119 94 213 7.2%

50代 227 108 335 11.4%

60代 902 165 1067 36.2%

70歳以上 706 95 801 27.2%

無回答 175 7 425 14.4%

合計 2,176 527 2,946 100.0%

※R６年第２回過疎懇資料より〇 集落支援員の年代別男女比

論点２ 集落支援員の人材確保について
②集落支援員の属性
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〇 集落支援員の具体例

論点２ 集落支援員の人材確保について
②集落支援員の属性

27



 集落支援員の募集時・採用時に重視する資質については、「人柄」が最も多く、次いで、「担当集落の状況への精通度」、「担当集落
内の人的ネットワーク」が多かった。

 集落支援員の募集範囲については、「特に制限はない」が最も多かった。
⇒ 各自治体においては、集落支援員の募集・採用に際し、担当集落の知識・人的つながり以上に、人柄を重視しており、地域住
民と良好な関係を築くことができる人材であることが重要であることが確認できた。

Q集落支援員の募集・採用時に求める資質として重視するもの【複数選択可】 Q集落支援員の募集の範囲について主に当てはまるもの

※R６年第２回過疎懇資料より
〇 集落支援員の募集時・採用時に重視する資質と募集の範囲

論点２ 集落支援員の人材確保について
②集落支援員の属性

28



 令和４年度に（一社）全国過疎地域連盟が行った調査によると、集落支援員の活動場所は、
居住地と同一の市町村が、専任では92.5％、兼任では95.7％
居住集落と同じ集落が、専任では38.1％、兼任では62.9％

（出典）一般社団法人 全国過疎地域連盟 「集落支援員の活用に関する調査研究 報告書」 令和5年3月

※R６年第２回過疎懇資料より
〇 集落支援員としての主たる活動場所

論点２ 集落支援員の人材確保について
②集落支援員の属性

29



（参考）専任集落支援員の月額報償費および週当たり活動時間

（注） 特別交付税算定対象外の支援員も含む。

 月額報償費は10万円以上20万円未満が最も多く６割を占めている。
 週当たりの活動時間は30時間以上40時間未満が最も多い。

金額 人数 割合 活動時間 人数 割合

1万円未満 13 0.6% １時間未満 5 0.2%

1万円以上3万円未満 54 2.4% １時間以上５時間未満 47 2.1%

3万円以上5万円未満 50 2.2% ５時間以上10時間未満 47 2.1%

5万円以上10万円未満 311 13.8% 10時間以上20時間未満 244 10.8%

10万円以上20万円未満 1,366 60.7% 20時間以上30時間未満 432 19.2%

20万円以上30万円未満 412 18.3% 30時間以上40時間未満 1,347 59.9%

30万円以上 37 1.6% 40時間以上 122 5.4%

無回答 6 0.3% 無回答 5 0.2%

合計 2,249 100.0% 合計 2,249 100.0%

※同一市町村内において、集落支援員の従事年数や仕事の難易度
 を加味して、月額の報償費を分けている例も見られた。

※R６年第２回過疎懇資料より
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基本情報 活動内容

○郵便局内で地域住民のお困りごと等を意見交換する「ミニ対話会」を開催（月3回）
・地域住民から地域の状況をお聞きし、地域の状況・課題を把握し、話し合いを実施。
各回のテーマについては、西川町と調整。 ※年数回、町長や町職員の参加を検討

○西川町長に対し郵便局長から活動を報告する「活動報告会」を実施
・ミニ対話会で把握できた地域の状況・意見、話し合いの結果を報告（月1回）

など

 ポイント

・西川町は、住民へのスマホ活用支援、マイナンバーカード申請支援、公的証明書交付など郵便局との連携を進めてきた。
・町長に、これまで十分には拾いきれていない地域住民の声を町政につなげたいという思い。
・地域住民の本音や町で把握できない困りごとなど、きめ細やかにニーズの把握をはかるため、地域とのつながりが深い郵便局長に集落支援員を委嘱。
・郵便局業務で培った地域からの信頼、人脈、事務能力などとの相乗効果も期待される。

集落点検 話し合いの促進

西
川
町

委託

西川町の基本情報

面積 393.19㎢

人口（R2） 4,956人

高齢者比率（R2） 45.6%

財政力指数（R5） 0.22

過疎区分 全部過疎

※各郵便局長は、
地域の実情をよく知っており、
地域住民とのつながりが深い。

40万円/年×4人

委嘱

兼任集落支援員
として委嘱

日本郵便

西
川
郵
便
局
長

西
川
月
山
郵
便
局
長

大
井
沢
郵
便
局
長

間
沢
郵
便
局
長

〇 山形県西川町の事例

論点２ 集落支援員の人材確保について
③郵便局の集落支援員制度の活用事例
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 ３年間の任期を通じて、集落とのつながりを構築し、任期終了後に集落支援員として活躍している例（ex.酒
田市）も見られ、集落の外と中をつなぐという点も、地域おこし協力隊経験者は、有力な担い手といえるのでは
ないか。

 また、地域おこし協力隊経験者の地域への定着促進の観点からも有効といえるのではないか。
 地域おこし協力隊経験者を集落支援員とする場合、どのような点に留意が必要か。

（１） 地域おこし協力隊経験者（マイスター）

 現状、前職の職業別では、会社員や公務員（ex.朝来市）が多い。また、郵便局との連携（ex.西川町）
や地域外の人材の活用が見られる。

 集落支援員の担い手として、どういった人材が想定されるか。
 集落支援員は、「地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウを有する人材」が想定されてきた。集
落支援員としての活動場所が、集落や居住市町村とは異なる例も見られるが、これをどう考えるか。

 特に、女性の集落支援員（専任）は約半数が40代以下。集落支援員の活用は、地域づくり人材の確保・
育成、若者・女性が活躍する地域づくりに有効ではないか。

（２） 多様な人材

論点２ 集落支援員の人材確保について
④集落支援員の人材確保の方向性について
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ご議論いただきたい論点について

論点１ 集落支援員の役割について
論点２ 集落支援員の人材確保について

論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづくりについて
① これまでの議論
② 集落支援員の研修機会
③ 集落支援員同士のネットワーク
④ 自治体における研修の例
⑤ 集落支援員の人材育成・つながりづくりの方向性について

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について

33



• 集落支援員の成り手が不足している中、人材予備軍を今後どうやって作っていくかを考えていかないといけない。すぐに
は集落支援員にはならなくても、若いうちから集落支援員に関心をもってもらうにはどうしたらいいかを考えたほうが良い。

• 集落支援員にどのようなスキルが求められるかということを、委託側である行政が示し、研修の場を提供する必要がある。

• 集落支援員と地域おこし協力隊は、目的別研修を一緒に行ってもよいのではないか。

34

論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづ く りについて
①これまでの議論



※R６年第２回過疎懇資料より

論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづ く りについて
②集落支援員の研修機会

 「研修の機会を設けている」が半数程度。
 研修の実施主体は、「都道府県」が最も多い。
 都道府県の研修では、集落支援員だけでなく、地域おこし協力隊など地域づくりを担う人材を対象として実施

35



※R６年第２回過疎懇資料より

論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづ く りについて
③集落支援員同士のネットワーク

 集落支援員同士のネットワークについては、「集落支援員同士が情報交換等を行う機会やネットワークがある」が約６割。
 ネットワークの範囲は、「同一市町村内」が最も多かったが、「同一都道府県内」は１割程度。
 いくつかの都道府県への聞き取りによると、都道府県主催の研修会がネットワーク形成の契機になっていた。

36



（参考）「集落点検」の実施方法

 集落点検の実施方法については、「地域の会合等における住民からの情報収集」が最も多く、次いで「集落（地域）内の巡回（パト
ロール）」、「個別訪問によるヒアリング」が多くなっている。一方、「総務省作成の集落点検チェックシートを活用」、次いで、「地域の実情
に合わせて独自に作成した集落点検チェックシートを活用」、「集落点検結果の見える化（集落カルテの作成等）」は少ない。

Q集落点検の実施方法について当てはまるもの【複数選択可】

※R６年第２回過疎懇資料より
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〇コミュニケーションや傾聴力などのスキルアップ研修（新潟県魚沼市）

※R６年第２回過疎懇資料より

論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづ く りについて
④自治体における研修の例

38



※R６年第２回過疎懇資料より

論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづ く りについて
④自治体における研修の例

〇集落支援員の基本的な内容、心構えや先進事例などについての研修会・勉強会（福島県田村市）
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（１） 研修について

（２） ネットワークづくりについて

 研修の強化を図っていく必要があるが、どのような内容の研修を提供するべきか。
• 研修の実施が必要な知識・スキルはどのようなものか。
• 集落点検の実施方法など、現場の実情を踏まえたノウハウの普及が重要ではないか。
• 地域おこし協力隊など他の地域づくり人材の研修と連携して実施することも有効ではないか。

 集落支援員の研修について、国・都道府県・市町村は、それぞれどのような取組が必要か。

 ネットワークづくりに向けて、国・都道府県・市町村は、それぞれどのような取組が必要か。
 都道府県単位での研修は、ネットワークづくりにも有効ではないか。
 地域おこし協力隊など他の人材ネットワークとの連携も考えられるか。

論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづ く りについて
⑤集落支援員の人材育成・つながりづくりの方向性について
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ご議論いただきたい論点について

論点１ 集落支援員の役割について
論点２ 集落支援員の人材確保について
論点３ 集落支援員の人材育成・つながりづくりについて

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
① これまでの主な議論
② 中間支援者による伴走支援
③ 都道府県による集落対策のサポート
④ 県の集落支援員の取組
⑤ 都道府県過疎地域等政策支援員の活用状況
⑥ サポート体制強化の方向性について
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42

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
①これまでの主な議論

• 集落支援員をどのように活用、機能させていくか、また、人材育成や人材発掘について、行政が担う役割を議論する
余地がある。

• 全国には様々なタイプの集落支援員や中間支援団体があるため、モデルケースを自治体へ展開することが大事。

• 県で集落支援員を導入しているところについて、市と町の境界線で同様の問題が起こっていれば一気に片付けること
ができることもありうるため、県版の集落支援員を前向きにとらえることができるのではないか。



 集落支援員の受託法人が、マネジメント、研修・勉強会の実施など伴走支援を行っている例が見られた。
 集落支援員が会計年度任用職員のケースでも、自治体がNPO法人への委託などにより研修・サポートを行っている例が見られた。

【NPO法人に委託している例】福島県田村市

 NPO法人と委託契約を締結
 当該法人の職員に集落支援
員を委嘱

 NPO法人は、集落支援員の
伴走支援を実施
・研修・勉強会の実施
・定例打ち合わせの実施
・活動報告の作成

など

【地域運営組織に委託している例】滋賀県長浜市
 地域運営組織と委託契約を締
結

 当該団体の事務局員に集落
支援員を委嘱

 団体の活動と連携して集落支
援員の業務を実施

 長浜市は、集落支援員の研修
などを実施

【研修をNPO法人に委託している例】新潟県魚沼市

Q集落支援員の委嘱方法について当てはまるもの【複数選択可】

集落支援員

市

任用・委嘱

NPO法人

研修、サポート

委託契約

 会計年度任用職員として任
用して集落支援員を委嘱

 市は、NPO法人に委託して、
集落支援員への研修やサ
ポートを実施
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論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
②中間支援者による伴走支援



〇福島県田村市の例

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
②中間支援者による伴走支援

44
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〇平成29年３月の過疎懇提言抜粋
４．これからの集落対策において大切な視点
（３）都道府県の役割～地域を見つめ、現場と政策をコーディネートする～

集落対策は、集落の住民が集落の課題を自らの課題と捉え、市町村が十分な目配りをした上で施策を実施するものではあるが、近
年の集落の著しい小規模化・高齢化の進展は予断を許さず、都道府県は広域自治体として、市町村の集落対策に係る活動支援に
取り組むことを期待する。
特に、市町村が実効的な集落対策を円滑に展開できるよう、都道府県も現場を今一度知るよう努め、その上で、様々な国の制度を

俯瞰的に見渡し、それらの中からその地域に合った有効な活用方法を検討して市町村に助言するなど、国の制度と市町村の現場を総
合的にコーディネートする働きが重要である。
また、市町村から都道府県に対する要望事項として多い、先進事例等の紹介や活用可能な制度の情報提供を行うことや、広域で、

集落支援員や地域おこし協力隊員等の地域づくり活動に取り組む人材を集めた情報交換会を開催することも、集落対策に取り組む人
材や市町村にとって効果的な支援策と考える。
都道府県にとっても以前より限られたリソースの中ではあるが、市町村の広域連携の調整や外部人材・域学連携の仲介等による過疎

関係市町村の支援も考えられる。新しい過疎地域自立促進計画の期間は今年度始まったところである。
過疎地域等の集落を今後どうしていくか、それぞれの都道府県と市町村の間で議論を重ねていってほしい。

（４）国の役割～省庁横断での実効的な過疎対策の検討～
集落の暮らしは千差万別であり、それこそが多様な日本の豊かさの源である。国においては、地域の実情に応じて活用できる支援メ

ニューを用意し、好事例の横展開に努めるとともに、市町村さらには地域のために実践的な制度になるよう間断なく検討を進められたい。

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
③都道府県による集落対策のサポート



 過疎市町村設置率（都道府県内の、一部過疎を含む全過疎関係市町村のうち集落支援員を設置している市町村の割合）で並び替え

うち過疎市町村
(a)

うち過疎市町村
(b)

うち過疎市町村
(a)

うち過疎市町村
(b)

1 鳥取県 19 15 78.9% 15 13 86.7% 25 福島県 59 34 58% 11 10 29.4%

2 高知県 34 29 85.3% 29 24 82.8% 26 埼玉県 63 7 11% 2 2 28.6%

3 新潟県 30 19 63.3% 17 15 78.9% 27 福岡県 60 23 38% 9 6 26.1%

4 島根県 19 19 100.0% 15 15 78.9% 28 滋賀県 19 4 21% 3 1 25.0%

5 山口県 19 10 52.6% 10 7 70.0% 29 山梨県 27 14 52% 3 3 21.4%

6 奈良県 39 19 48.7% 13 13 68.4% 30 岩手県 33 25 76% 7 5 20.0%

7 大分県 18 15 83.3% 11 10 66.7% 31 熊本県 45 32 71% 6 6 18.8%

8 三重県 29 10 34.5% 10 6 60.0% 32 沖縄県 41 17 41% 7 3 17.6%

9 兵庫県 41 16 39.0% 12 9 56.3% 33 栃木県 25 6 24% 3 1 16.7%

10 岐阜県 42 17 40.5% 10 9 52.9% 34 北海道 179 152 85% 26 25 16.4%

11 山形県 35 22 62.9% 13 11 50.0% 35 愛媛県 20 14 70% 2 2 14.3%

12 広島県 23 14 60.9% 7 7 50.0% 36 福井県 17 8 47% 3 1 12.5%

13 宮崎県 26 16 61.5% 9 8 50.0% 37 香川県 17 10 59% 1 1 10.0%

14 岡山県 27 19 70.4% 12 9 47.4% 38 群馬県 35 13 37% 2 1 7.7%

15 徳島県 24 13 54.2% 6 6 46.2% 39 青森県 40 30 75% 2 1 3.3%

16 長野県 77 40 51.9% 35 18 45.0% 40 茨城県 44 11 25% 2 0 0.0%

17 京都府 26 12 46.2% 6 5 41.7% 41 東京都 39 7 18% 1 0 0.0%

18 宮城県 35 16 45.7% 6 6 37.5% 42 神奈川県 33 1 3% 0 0 0.0%

19 佐賀県 20 11 55.0% 7 4 36.4% 43 富山県 15 4 27% 1 0 0.0%

20 長崎県 21 15 71.4% 5 5 33.3% 44 石川県 19 10 53% 0 0 0.0%

21 鹿児島県 43 42 97.7% 14 13 31.0% 45 静岡県 35 7 20% 4 0 0.0%

22 千葉県 54 13 24.1% 4 4 30.8% 46 愛知県 54 4 7% 0 0 0.0%
23 秋田県 25 23 92.0% 7 7 30.4% 47 大阪府 43 4 9% 0 0 0.0%
24 和歌山県 30 23 76.7% 7 7 30.4% 合計 1,718 885 51.5% 375 299 33.8%

過疎市町村
設置率
(b/a)

都道府県名
市町村数

過疎市町村率
設置団体数 過疎市町村

設置率
(b/a)

都道府県名
市町村数

過疎市町村率
設置団体数

（参考）都道府県別の専任集落支援員設置団体数（令和５年）

※R６年第２回過疎懇資料より
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 過疎市町村設置率（都道府県内の、一部過疎を含む全過疎関係市町村のうち集落支援員を設置している市町村の割合）で並び替え

（参考）都道府県別の地域運営組織の設置団体数（令和５年）

うち過疎市町村
(b)

うち過疎市町村
(e)

1 大分県 18 15 83% 18 15 100.0% 100.0%

2 滋賀県 19 4 21% 15 4 78.9% 100.0%

3 神奈川県 33 1 3.0% 17 1 51.5% 100.0%

4 富山県 15 4 26.7% 9 4 60.0% 100.0%

5 高知県 34 29 85% 32 28 94.1% 96.6%

6 兵庫県 41 16 39% 33 15 80.5% 93.8%

7 山口県 19 10 53% 15 9 78.9% 90.0%

8 岡山県 27 19 70% 23 17 85.2% 89.5%

9 福井県 17 8 47.1% 13 7 76.5% 87.5%

10 宮城県 35 16 45.7% 19 13 54.3% 81.3%

11 鳥取県 19 15 79% 16 12 84.2% 80.0%

12 長崎県 21 15 71% 16 12 76.2% 80.0%

13 島根県 19 19 100% 15 15 78.9% 78.9%

14 広島県 23 14 61% 16 11 69.6% 78.6%

15 和歌山県 30 23 77% 20 16 66.7% 69.6%

16 新潟県 30 19 63.3% 19 13 63.3% 68.4%

17 栃木県 25 6 24.0% 17 4 68.0% 66.7%

18 秋田県 25 23 92.0% 16 15 64.0% 65.2%

19 岐阜県 42 17 40.5% 25 11 59.5% 64.7%

20 愛媛県 20 14 70% 14 9 70.0% 64.3%

21 佐賀県 20 11 55% 14 7 70.0% 63.6%

22 鹿児島県 43 42 98% 27 26 62.8% 61.9%

23 京都府 26 12 46% 14 7 53.8% 58.3%

24 奈良県 39 19 49% 16 11 41.0% 57.9%

都道府県名
市町村数(a) 過疎市町村率

(b/a)

設置団体数(d) 設置率
(d/a)

過疎市町村
設置率
(e/b)

うち過疎市町村
(b)

うち過疎市町村
(e)

25 埼玉県 63 7 11.1% 32 4 50.8% 57.1%
26 山梨県 27 14 51.9% 12 8 44.4% 57.1%
27 宮崎県 26 16 62% 13 9 50.0% 56.3%
28 群馬県 35 13 37.1% 17 7 48.6% 53.8%
29 岩手県 33 25 75.8% 18 13 54.5% 52.0%
30 山形県 35 22 62.9% 16 11 45.7% 50.0%
31 大阪府 43 4 9% 24 2 55.8% 50.0%
32 徳島県 24 13 54% 8 6 33.3% 46.2%
33 千葉県 54 13 24.1% 28 6 51.9% 46.2%
34 青森県 40 30 75.0% 19 13 47.5% 43.3%
35 三重県 29 10 34.5% 12 4 41.4% 40.0%
36 香川県 17 10 59% 8 4 47.1% 40.0%
37 石川県 19 10 52.6% 9 4 47.4% 40.0%
38 福岡県 60 23 38% 32 9 53.3% 39.1%
39 福島県 59 34 57.6% 23 12 39.0% 35.3%
40 静岡県 35 7 20.0% 17 2 48.6% 28.6%
41 茨城県 44 11 25.0% 19 3 43.2% 27.3%
42 長野県 77 40 51.9% 25 10 32.5% 25.0%
43 愛知県 54 4 7.4% 29 1 53.7% 25.0%
44 熊本県 45 32 71% 10 7 22.2% 21.9%
45 北海道 179 152 84.9% 37 27 20.7% 17.8%
46 沖縄県 41 17 41% 7 3 17% 17.6%
47 東京都 62 7 11.3% 20 1 32.3% 14.3%

合計 1,741 885 50.8% 874 448 50.2% 50.6%

都道府県名
市町村数(a) 過疎市町村率

(b/a)

設置団体数(d) 設置率
(d/a)

過疎市町村
設置率
(e/b)
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〇秋田県の例

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
③都道府県による集落対策のサポート
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〇岡山県の例

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
③都道府県による集落対策のサポート

49



〇愛媛県の例

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
③都道府県による集落対策のサポート
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〇高知県の例

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
③都道府県による集落対策のサポート
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〇宮崎県の例

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
③都道府県による集落対策のサポート

52



〇秋田県（２名・会計年度任用職員）
地域活動を頑張っている集落を「元気ムラ」として登録し、その元気ムラを対象に集落の巡回を実施するとともに、
集落における話し合いの促進を行う。市町村の集落支援員と一緒に集落巡回を行うこともある。

〇富山県（３名・会計年度任用職員）
県が定める「中山間地域」に指定された地域を巡回し、困りごとを聞きつつ、中山間地域のワンストップ相談窓口と
して、地域からの相談ごとに応じて県の関係機関や市町村につなぎ、支援施策を紹介

〇愛媛県（２名・法人への委託）
集落の情報収集するとともに、他の市町の事例やノウハウの共有等を行うとともに、把握した課題を解決するための
勉強会の企画や適切な専門家の紹介・斡旋等も実施

〇高知県（１名・会計年度任用職員）
集落活動センターの訪問等により集落の現状・課題を把握し、県の各部署と情報共有を行い、課題の解決に向
けて必要な取組につなげていく。

県の専任集落支援員の設置（R５）団体数 ４団体、人数 ８人

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
④県の集落支援員の取組
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※プレイングマネージャーとしての役割が伺える



【制度概要】

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
⑤都道府県過疎地域等政策支援員の活用状況（R６年度）

54

〇活用状況（令和６年度）
 設置団体数・人数 ：９県、27人
 実施事業数 ：1２事業（特定地域づくり協同組合設立等支援 ４件、地域運営組織等支援 ２件、地域拠点施設整備・地域づくり担い手育成・

 革新的技術活用・地域交通政策・地域活性化施策活用支援・関係人口創出支援 各１件）
 雇用形態 ：会計年度任用職員 １県、委託 ８県



（１） 中間支援者による伴走支援

 専門性を有する中間支援者によるマネジメント・サポートが有効ではないか。
 中間支援者の活用にあたってどのような課題があるか。

（２） 都道府県による集落対策のサポート

 都道府県による集落対策の取組を強化・横展開していくため、国・都道府県は、どのような取組が必要か。
 都道府県の集落支援員には、どのような役割が期待されるか。
 都道府県過疎地域等政策支援員をどのような事業に活用していくことが効果的と考えられるか。

論点４ 集落ネットワーク圏の集落対策・集落支援員へのサポート体制について
⑥サポート体制強化の方向性について
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（業務）
 集落点検

地域の会合等での情報収集（297団体、79％）
集落点検の見える化（40団体、11％）

 話合い 地運などの会合で実施（297団体、79％）
 集落の維持・活性化、地域運営組織の支援、移住者支援、外部人材や団
体との連携・つなぎ役（新しい役割）

（専任の設置状況）
 設置団体 375市町村（21.8％）

うち、過疎市町村293/885団体（33.8％）
 支援員数 2,249人 うち、協力隊OB 116人（5.2％）
 男女はほぼ同数、過半数が50代以下、女性の約半数は40代以下
 活動場所が、居住地と異なる市町村 7.5%、居住集落外 61.9％

（課題）
 なり手不足が最大の課題（31％）
 ミッションについて具体的な指示をおこなっている自治体は少ない（25％）
 点検の実施内容にバラつき。特に点検結果の見える化は進んでいない。
 研修のない団体が約半数
 集落支援員同士のネットワークが不十分（なし 39％）
特に、県域でのネットワークづくりは進んでいない。（なし 92％）

 設置団体・人数ともに増えてきているが、設置団体割合は２割程度。また、地
域的な偏りもあり、過疎市町村を多く抱える県でも設置が進んでいない。

集落支援員 協力隊から支援員へ

国
（
総
務
省
）

財政措置

地域おこし協力隊
協力・支援

地域運営組織

地域との接続外部の視点
地域外との連携

形成・運営支援 話合い・活動の場

研修
情報提供

・論点②
集落支援員の人材確保

OB地域おこし協力隊

中
間
支
援
者

都
道
府
県
・
市
町
村
（
ノ
ウ
ハ
ウ
や
マ
ン
パ
ワ
ー
が
不
足
）

サポート・研修

サポート・研修

集落ネットワーク圏

連携

マネジメント、
サポート・研修

・論点①
集落支援員の役割

・論点③
集落支援員の人材育成・
つながりづくり

地域の課題・実情の把握

まとめ：集落支援員に関わる課題の全体像

・論点④
集落支援員のサポート体制

・論点③
集落支援員の人材育成・
つながりづくり

・論点④
集落支援員のサポート体制
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